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生活環境重視型システム (MuSSLE)が一般在宅高齢者の 

筋力トレーニング行動開始に及ぼす影響

肥後梨恵子 *

�e Impact of Muscular Strengthening System for the Living Environment (MuSSLE) Program 
on Muscular Strengthening Behavior in the Healthy Elderly Living in the Community

Rieko HIGO*

�e purpose of this study is to identify the impact of Muscular Strengthening System for the Living Environ-
ment (MuSSLE) program for muscular strengthening behavior in healthy elderly living in community. MuSSLE, 
consists of 2 sessions. It is a classroom-based health education that provides information about exercises for pre-
ventive care and sarcopenia prevention. Its outcome also enhances skills related to exercise, especially muscular 
strengthening. Also, the program o�ers behavioral change skills that enable the incorporation of the exercises in 
their lifestyle. A month a�er �rst class session, 97.8％ of participants initiated the tailored exercises in their homes. 
Initiation of muscular strengthening behavior is associated with correcting participants’ perceptions by acquiring 
the muscular strengthening exercise knowledge.

key words: sarcopenia prevention, muscular strengthening exercise for elderly, correcting perceptions, promoting 
muscular strengthening behavior

目　　　的

身体活動が健康増進や疾病予防に有益であること
は多くの研究で示唆されている (Department of Health, 

Physical Activity, Health Improvement and Prevention, 

2004; Physical Activity Guidelines Advisory Committee, 

2008)。最近では，習慣的な身体活動は高齢者の認知
機能，精神面，QOLにも影響することが報告 (Liao, 

Li, Lin, Wang, Chen, Yen, Lin, & Lee, 2011; McAuley, 

Morris, Motl, Hu, Konopack, & Elavsky, 2007; Middleton, 

Barnes, Lui, & Ya�e, 2010; Windle, Hughes, Linck, Rus-

sell, & Woods, 2010)され，超高齢社会を迎えた日本
において高齢者に対して身体活動を促進する情報を
普及啓発することは重要であり，介護予防や加齢性
サルコペニアの観点から自立している高齢者には筋

量増加が期待される筋力トレーニングの推進が必要
である。一方で，健康維持や疾病予防のための情報
はマスディアをはじめさまざまなコミュニケーショ

ン媒体を通じて普及啓発されているが，発信源に
よってエビデンス・レベルに差異がある。Prothe-

roe, Nutbeam, & Rowlands (2009)は，さまざまな健康
増進行動と関連し健康の重要な決定要因であるヘル
スリテラシーのレベル向上を指摘している。また，
Cavill & Bauman (2004)によると身体活動・運動に対
する気づきや理解度は普及活動を評価する主要な指
標の一つであること，Nutbeam (2006)は健康増進を
推進する活動において有益で正確な健康情報の取得
は重要であることを報告している。さらに，Schus-

ter, Petosa, & Petosa (1995)は，教育背景や人生経験
から高齢者は他世代とは違う信念を持つことを示
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し，肥後・藤田 (2014)は，高齢者の筋力トレーニ
ングの認識と理解度に関する研究で高齢者が有酸素
運動や全身運動を筋力トレーニングと誤認識してい
ることを報告している。このようなことから，情報
が正しく認識されていないことが考えられ，筋力ト
レーニングに関する認識が筋力トレーニング行動開
始のバイアスになっていることが推測される。ま
た，久野 (2004)は，高齢者に対する筋力トレーニ
ングの普及啓発の課題として，経済面・環境面での
負担を指摘しており，これらの側面においても間
違って認識されている可能性がある。これらのこと
を包括的に考慮すると，高齢者への筋力トレーニン
グ普及啓発には経済的負担が少ない自重やラバーバ
ンドのような手軽に入手可能な器具を用いること
や，環境面を配慮し自宅や身近な環境下で実施でき
る筋力トレーニングの普及啓発が適していると考え
られる。また，一次予防対象となる自立している高
齢者を支援するためには，高齢者に負担にならず，
実施しやすい介護予防に資する正確な運動情報の提
供が望ましいと推測され，情報過多となった現代社
会の課題に対して情報を受け取る側のヘルスリテラ
シーの向上も視野に入れた対策が必要であると考え
る。
健康増進・疾病予防分野において行動科学のモデ
ルや理論を用いた研究が積極的に行われており，運
動行動の促進・変容にはセルフエフィカシー，ソー
シャルサポートなどの要因が報告されアプローチに
活用されている (Bandura, 1977; Sallis, Grossman, Pinski, 

Patterson, & Nader, 1987)。また，行動疫学の枠組み
の一つとして，介入における修正可能な要因の発見
は重要であるとされ，Sallis & Owen (1998)は，バリ
アが主観的なものである場合，運動があまり役に立
たないという参加者の誤った信念や認識を正すこと
は介入に役立つとしている。このように，運動行動
の促進に行動科学は活用されているが，高齢者の筋
力トレーニングに焦点を当てた研究はわずかしか報
告されていない。
さらに，公衆衛生分野では「個人や地域が健康度
を高めようと意思決定できるように適切な情報を提
供し，影響を与えることを目的としたコミュニケー
ション方略に関する研究，および実践」のようなヘ
ルスコミュニケーションの考え方が活用されている
(Centers for Disease Control and Prevention, 2011)。筋

力トレーニングのように対象者がその行動を実践す
ることで介護予防の目的が達成され，効果が期待さ
れることを考えれば，ヘルスコミュニケーションの
考えを導入した情報提供が行われるべきである。し
かし，ヘルスコミュニケーションの手法が高齢者を
対象とした筋力トレーニング行動の開始のために活
用されたという報告はされていない。
これらの先行研究や課題に対して，著者は高齢者
の筋力トレーニングに関するリテラシー向上，高齢
者の生活環境・スタイルを考慮し，筋力トレーニン
グ行動を実施できるような行動科学的な情報提供と
実施量をテーラーメイド化した筋力トレーニングメ
ソッドで構成した生活環境重視型システムを開発し
た。生活環境重視型システム (Muscular Strengthening 

System for the Living Environment: MuSSLE)は，高齢
者の介護予防における一次予防事業対象者に筋力ト
レーニング行動の推進を図ることを目的としてい
る。MuSSLEは講義型中心に行われ 1回 120分の 2

回講座で構成されており，介護予防や健康増進に有
益な運動の効果や方法を学ぶことができる。
MuSSLEでは，高齢者が筋力トレーニングに関する
理解を深めることに重点を置き，特に移動能力の低
下に関連する下肢筋力に着眼して，筋力トレーニン
グの一種目であるスクワットを題材に筋量増加とな
るテーラーメイド化した実施量（参加者一人ひとり
の主観的判断によって実施回数を設定することで
テーラーメイド化を行った），正しい動作，実施頻
度について解説している。また，筋力トレーニング
行動を生活環境で根づかせるための工夫の仕方など
に行動科学のアプローチを提供した。さらに，講座
は参加者の筋力トレーニング行動の動機づけや必要
性の認識を高めるために，高齢者の課題であるロコ
モティブシンドローム（ロコモ）やサルコペニアに
関する情報を活用し，体力テストを実施することに
よって参加者が筋力トレーニング行動において目標
設定できるように工夫されている。
このように，MuSSLEは情報提供だけに留まら
ず，ヘルスコミュニケーションの考えを取り入れな
がら筋力トレーニングを行動として捉え，その行動
を開始するための工夫や方法について行動科学的ア
プローチを採用している。また，MuSSLEはロコモ

対策や転倒予防と同様に，高齢者の移動能力に影響
する脚力に着眼した内容となっている。Table 1に生
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活環境重視型システム講座内容の概要を記載した。
そこで本研究では，高齢者の介護予防を目的に筋
力トレーニング行動実施を推進するため，一次予防
事業対象である介護を必要としない自立した一般在
宅高齢者を対象者として，生活環境重視型システム
(MuSSLE)が彼らの筋力トレーニング行動開始に与
える影響について検討することを目的とした。

方　　　法

対象者と調査方法
本研究は K県 Y市の地域包括支援センター（以下，

包括）の協力を得て一般在宅高齢者を対象に，2013

年 12月から 2014年 4月までの 5カ月間で行った。
対象者は 65歳以上の一次予防事業対象である高
齢者 53名（男性 12名，女性 41名）であった。包
括の広報紙を通じて研究に協力できることを条件に
「筋力トレーニングを学ぶ講座」と掲載し，その講
座に参加を希望した対象者である。
対象者には研究の目的と 1回目の講座においてアン

ケート調査内容と講座内容を十分に説明し，研究協
力の同意を得た。また，対象者には調査から得たデー
タの使用に関する説明を行い，書面にてデータ使用の

承諾を得ている。なお，本研究は神戸大学大学院人
間発達環境学研究科倫理委員会の承認を受けている。
講座は 1回 120分の講座を 2回実施し，2回目の

講座は 1回目の講座終了の 1カ月後に実施するよう
に構成され，このような講座を 2カ所で実施した。
本研究では任意協力を包括職員に依頼し，事前に研
究概要，講座①と②の内容，アンケート調査の取り
扱い方法，注意事項，安全管理等に関する研修を実
施した。すべての講座は高齢者の心理に精通した学
者 2名と介護予防事業従事者（保健師 1名・看護師
1名・健康運動指導士 1名）と著者で講座内容とア
ンケート調査の妥当性を検討し，講座の実施は著者
のみが行い，アンケート調査実施時には任意で協力
してくれた包括職員が補助を行った。
調査内容
調査内容は，年齢，性別，主観的健康感，主観的
体力，運動習慣，筋力トレーニング効果の正誤認
識，筋力トレーニング種目の正誤認識，筋力トレー
ニング行動開始の有無，筋力トレーニング行動頻度
であった。また，講座②において，講座①で提供さ
れた筋力トレーニング行動の開始有無とその頻度に
ついても調査した。頻度の選択肢は「1.　毎日 1

Table 1　生活環境重視型システム (MuSSLE)の目的と講座内容の概要

主な目的 ・高齢者が認識している運動に関する情報の正確性を確認し，運動効果の理解を深め，健康目的に応
じた運動種目を選択できるようになること
・高齢者が介護予防やサルコペニア予防に資する筋力トレーニングに関する理解を深め，自宅など生
活環境下で一人でも自立して筋力トレーニング行動を開始すること

対象者 65歳以上の自立した高齢者（介護予防事業の一次予防対象者）

講座① 提供内容：
・ロコモティブシンドローム（以下，ロコモ）・サルコペニアのメカニズムと予防策について
・健康増進・疾病予防・介護予防と運動との関連性について
・ロコモ予防・サルコペニア予防に資する運動種目とその選択方法について（有酸素運動と筋力トレー
ニング系の運動との比較）
・体力レベルテスト（開眼片足立ちテスト，イス立ち上がりテスト）
・筋量増加を目的とした筋力トレーニング・エクササイズの提供（実施量をテーラーメイド化したス
クワット，正しいスクワット動作や実施頻度などの解説）
・運動を開始・継続するためのヒント（行動科学のアプローチであるセルフエフィカシーやソーシャ
ルサポートの活用方法，目標設定の方法を提供）
・筋力トレーニング実施に関する安全対策について

講座② 提供内容：
・講座①の復習（介護予防・サルコペニアの概要，筋力トレーニングに関する効果・種目など提供し
た情報の確認）
・テーラーメイド化したスクワットの動作・実施量などの再確認
・筋力トレーニング行動喚起を促すための「しかけ」つくり（実施場所，実施時間など現在の生活環
境下でスクワットを開始・継続するための提案）
・質疑応答
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回」，「2.　1週間に 2～3回」，「3.　1週間に 1回」，
「4.　講座②までに 1回」，「5.　覚えていない」で
あった。
運動習慣は，Oka, Takenaka, & Miyazaki (2000)が

作成した運動行動の変容段階尺度を用いて調査を
行った。運動習慣の設問は，「私は現在，運動をし
ていない。また，これから先もするつもりはない。
（前熟考期）」，「私は現在，運動をしていない。しか
し，近い将来（6カ月以内）に始めようと思ってい
る。（熟考期）」，「私は現在，運動をしている。しか
し，定期的ではない。（準備期）」，「私は現在，定期
的に運動をしている。しかし，始めてから 6カ月以
内である。（実行期）」，「私は現在，運動をしてい
る。また，6カ月以上継続している。（維持期）」の
5項目で，1回の運動実施時間や頻度については言
及しなかった。
筋力トレーニング効果に関する設問は，「A.　体

力が向上する」，「B.　筋肉・筋力が増加する」，「C.　
痛み（膝・腰等）が和らぐ」，「D.　転倒・骨折予防
になる」，「E.　歩行能力が改善する」，「F.　メタボ
の改善に役立つ」，「G.　バランス能力の向上に役立
つ」，「H.　高血圧のリスクを軽減する」，「I.　骨密
度低下の予防に役立つ」の効果項目を設定し，回答
は「かなりそう思う」，「少しそう思う」，「あまりそ
う思わない」，「全くそう思わない」の 4件法とした。
筋力トレーニングの種目に関する設問は「筋肉を

鍛え，筋肉を増やす運動やトレーニング」として，
「A.　ダンベルを用いた運動」，「B.　ラジオ体操」，
「C.　 運動施設・ジムにあるトレーニングマシン・
ウエイトマシン」，「D.　水泳」，「E.　ウォーキン
グ」，「F.　太極拳」，「G.　腕立て伏せ・腹筋など自
分の体重を活かしたトレーニング」，「H.　スクワッ
ト」，「I.　ゴムバンドやチューブによるトレーニン
グ」，「J.　ストレッチ」，「K.　ヨガ」，「L.　ジョギ
ング」を項目として設定し，回答は「かなりそう思
う」，「少しそう思う」，「あまりそう思わない」，「全
くそう思わない」の 4件法とした。これらの筋力ト
レーニング種目において正誤認識を検討することを
目的に，筋力トレーニング種目ではないダミー項目
として，全身運動と有酸素運動の種目である「B.　
ラジオ体操」，「D.　水泳」，「E.　ウォーキング」，「F.　
太極拳」，「J.　ストレッチ」，「K.　ヨガ」，「L.　ジョ
ギング」を設定した。
調査項目は，高齢者心理に精通した研究者 2名，
高齢者の運動指導に熟練した保健師 1名，看護師 1

名，健康運動指導士 1名，著者で作成し，調査項目
の内容的妥当性を高めた。また，調査の実施にあ
たっては信頼性を確保するために，包括職員と著者
のみで行った。
本研究では介護予防で重要視されている脚力に焦
点をしぼり，MuSSLEでは筋力トレーニング行動の
目標設定や自宅で実施することを強制しなかった。

Figure 1　調査プロセスの流れ
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本研究の調査プロセスを Figure 1に示した。
解析
はじめに，対象者の特徴として年齢，性別，主観
的健康感，主観的体力，運動習慣を集計し，年齢は
60歳代，70歳代，80歳代以上の 3つに分類した。
また，講座①に参加したものは 53名であったが，
講座②の欠席者 7名を除外して解析を行った。その
後，講座①で提供した筋力トレーニング行動の開始
有無，その頻度を集計した。
「筋力トレーニング」と「全身運動，および有酸
素運動」に分類した筋力トレーニング種目と筋力ト
レーニング効果の集計では，「かなりそう思う」，
「少しそう思う」を「正認識者」とし，「あまりそう
思わない」，「全くそう思わない」を「誤認識者」と
して集計した。また，筋力トレーニングダミー種目
の全身運動および有酸素運動の項目では 4件法を逆
転させて集計している。これらの解析では，講座②
の欠席者 7名と講座②で筋力トレーニング行動が認
められなかった者 1名の計 8名を除外して解析し
た。さらに，筋力トレーニング効果と筋力トレーニ
ング種目の各項目の正誤認識者数における前後テス
ト間でフィッシャーの直接確率検定を行った。その
後，筋力トレーニング効果と筋力トレーニング種目
の正認識者率の平均値を算出し，前後テストにおい
て直接確率法を用いた。有意水準は 1％未満とし，
統計ソフトは SPSS version 18.0を用いた。

結　　　果

本研究対象者の特徴を Table 2に示した。対象者

は 70歳代が 60.9％と最も多く，女性が 80.4％と多
かった。また，主観的健康感では，「まあよい」が
34.8％，「ふつう」が 34.8％で全体の約 7割であった。
主観的体力は，「かなり自信がある」と該当した者
はおらず，「ふつう」が 50.0％で，「低下している」
と回答した者は 30.4％であった。運動習慣の状況と
して，「準備期」が 28.3％，「維持期」では 54.3％と

Table 2　対象者の特徴

n ％

年齢
65–69歳 8 17.4
70–79歳 28 60.9
80歳以上 10 21.7

性別
男性 9 19.6
女性 37 80.4

主観的健康感
よい 8 17.4
まあよい 16 34.8
ふつう 16 34.8
あまりよくない 4 8.7
よくない 2 4.3
主観的体力
かなり自信がある 0 0.0
自信がある 6 13.0
普通である 23 50.0
低下している 14 30.4
かなり低下している 3 6.5
運動習慣
前熟考期 3 6.5
熟考期 3 6.5
準備期 13 28.3
実行期 2 4.3
維持期 25 54.3

Table 3　前後テストにおける筋力トレーニング効果の正誤認識者数（率）の変化

筋力トレーニング効果
前テスト 後テスト

有意差 
（直接確率法）正認識者数 

n (％)
誤認識者数 

n (％)
正認識者数 

n (％)
誤認識者数 

n (％)

体力が向上する 41 (91.9) 4 (8.9) 40 (88.9) 5 (11.1) p＝1.0 n.s.
筋肉・筋力が増加する 43 (95.6) 2 (4.4) 43 (95.6) 2 (4.4) p＝1.0 n.s.
痛み（膝・腰等）が和らぐ 39 (86.7) 6 (13.3) 40 (88.9) 5 (11.1) p＝1.0 n.s.
転倒・骨折予防になる 40 (88.9) 5 (11.1) 43 (95.6) 2 (4.4) p＝.43 n.s.
歩行能力が改善する 40 (88.9) 5 (11.1) 43 (95.6) 2 (4.4) p＝.43 n.s.
メタボの改善に役立つ 36 (80.0) 9 (20.0) 38 (84.4) 7 (15.6) p＝.78 n.s.
バランス能力の向上に役立つ 42 (93.3) 3 (6.7) 44 (97.8) 1 (2.2) p＝.62 n.s.
高血圧のリスクを軽減する 31 (68.9) 14 (31.1) 36 (80.0) 9 (20.0) p＝.33 n.s.
骨密度低下の予防に役立つ 39 (86.7) 6 (13.3) 41 (91.1) 4 (8.9) p＝.74 n.s.

平均正認識者数 (％) 39 (86.8) 6 (13.3) 41 (90.9) 4 (9.1) p＝.74 n.s.

** p＜.01
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多く，対象者の 8割以上が運動習慣を有していた。
Tables 3～5に前テスト（講座①の直前）と後テス
ト（講座②の直前）における各課題の正誤認識者数
（率）の変化と直接確率法による検定結果を示した。

Table 3は筋力トレーニング効果の各項目の正認
識者数と誤認識者数の変化を示したものである。前
テストの正認識者率において最も低かったのは
68.9％の「高血圧のリスクを軽減する」で，それ以
外の項目では 80％以上の正認識者率を示した。ま
た，後テストでも 80～95.6％の正認識者率を示し，
前後テスト間では有意差は認められなかった。以上
のことから，前後テストにおいていずれも高い正認
識者率を示し，正しい概念が後テスト時でも保持さ
れていることが示された。

Table 4に筋力トレーニング種目（筋力トレーニ
ング系）の前後テストにおける正誤認識者数（率）

の変化，Table 5に筋力トレーニングダミー種目（全
身運動 &有酸素運動）の前後テストにおける正誤
認識者数（率）の変化を示した。

Table 4の筋力トレーニング種目（筋力トレーニ
ング系）では前テストで全種目の正認識者率は
80％以上であった。また，後テストでも，この傾向
は維持されており平均 87％の正認識者率を維持し
ていた。
一方，Table 5の前テストの筋力トレーニングダ
ミー種目（全身運動 &有酸素運動系）における全
項目の平均正認識者率は 19％と低く，8割以上が正
認識していなかった。しかし後テストでは，全項目
の正認識者率は 67％となった。全項目において直
接確率法により 1％水準で有意差が認められ，前後
テスト間で大きく正認識者率が上昇したといえる。
特に「ラジオ体操」では後テストでは正認識者率

Table 4　前後テストにおける筋力トレーニング種目（筋力トレーニング系）の正誤認識者数（率）の変化

筋力トレーニング種目
前テスト 後テスト

有意差 
（直接確率法）正認識者数 

n (％)
誤認識者数 

n (％)
正認識者数 

n (％)
誤認識者数 

n (％)

ダンベルを用いた運動 39 (86.7) 6 (13.3) 37 (82.2) 8 (17.8) p＝.77 n.s.
運動施設・ジムにあるトレーニン
グマシン・ウエイトマシン

39 (86.7) 6 (13.3) 37 (82.2) 8 (17.8) p＝.77 n.s.

腕立て伏せ・腹筋など自分の体重
を活用したトレーニング

43 (95.6) 2 (4.4) 39 (86.7) 6 (13.3) p＝.27 n.s.

スクワット 44 (97.8) 1 (2.2) 45 (100.0) 0 (0.0) p＝.50 n.s.
ゴムバンドやチューブによる 
トレーニング

40 (88.9) 5 (11.1) 37 (82.2) 8 (17.8) p＝.55 n.s.

平均正認識者数 (％) 41 (91.1) 4 (8.9) 39 (86.7) 6 (13.3) p＝.74 n.s.

** p＜.01

Table 5 前後テストにおける筋力トレーニングダミー種目（全身運動 &有酸素運動）の正誤認識者数（率）の
変化

筋力トレーニングダミー種目 
（全身運動 &有酸素運動を 

ダミー種目として）

前テスト 後テスト
有意差 

（直接確率法）正認識者数 
n (％)

誤認識者数 
n (％)

正認識者数 
n (％)

誤認識者数 
n (％)

ラジオ体操 8 (17.8) 37 (82.2) 33 (73.3) 12 (26.7) p＜.001**
水泳 3 (6.7) 42 (93.3) 20 (44.4) 25 (55.6) p＜.001**
ウォーキング 10 (22.2) 35 (77.8) 29 (64.4) 16 (35.6) p＜.001**
太極拳 10 (22.2) 35 (77.8) 34 (75.6) 11 (24.4) p＜.001**
ストレッチ 6 (13.3) 39 (86.7) 26 (57.8) 19 (42.2) p＜.001**
ヨガ 13 (28.9) 32 (71.1) 37 (82.2) 8 (17.8) p＜.001**
ジョギング 10 (22.2) 35 (77.8) 31 (68.9) 14 (31.1) p＜.001**

平均正認識者数 (％) 9 (19.0) 36 (81.0) 30 (66.7) 15 (33.3) p＜.001**

** p＜.01
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73.3％と前テストと比べて 55.5％増加し，次いで
「ヨガ」の 82.2％で前テストより 53.3％増加した。
次に Figure 2に，前後テストにおける筋力トレー

ニング効果と種目の平均正認識者率の変化を示し
た。統計検定は直接確率法を用いた。筋力トレーニ
ング効果および筋力トレーニング種目（筋力トレー
ニング系）においては，いずれも前後テストで高い
平均正認識者率を示しており，有意差は認められな
かった。しかし，筋力トレーニングダミー種目（全
身運動 &有酸素運動系）のみ 1％水準で有意な差を
示した。この結果は，講座①の実施とその後 1カ月
間の保持期間において，正認識者率が大きく増加し
たことを示している。
以上の結果から，MuSSLEにおいて筋量増加を目
的とする筋力トレーニング種目への理解が深まり，
全身運動や有酸素運動を筋力トレーニング種目と
誤って認識することがなくなり，正しい認識が定着
したことを意味している。

Table 6は講座②の開始時点における講座①で提
供した筋力トレーニング行動の開始有無とその頻度
を示したものである。講座①で学習した筋力トレー
ニング行動の開始有無は，「始めた」は 97.8％，「始
めなかった」は 2.2％であった（直接確率法により
p＜0.001で，1％水準で有意）。また，「始めた」と
回答した対象者の筋力トレーニング行動の頻度は

「1週間に 2～3回」が 33.3％と最も多く，次に「毎
日 1回」で 28.9％であり，行動頻度も高い水準にあ
ることがわかった。

考　　　察

本研究の目的は，生活環境重視型システム (MuSSLE)

が一般在宅高齢者の筋力トレーニング行動開始に与
える影響を検討することであった。
本研究の対象者は 70歳代が 60.9％であり，女性
が 80.4％であった。運動習慣の状況として「準備
期」，「実行期」，「維持期」を合わせると 8割以上で
あり，対象者は何らかの運動を実施していることか
らMuSSLEを開始することへのバリアが低いことが

** p＜.01

Figure 2　前後テストにおける筋力トレーニング効果と種目の平均正答者率

Table 6 講座①後のスクワット動作開始有無とそ
の頻度

n ％

開始の有無
始めた 44 97.8
始めなかった 1 2.2
スクワット動作行動の頻度
毎日 1回 13 28.9
1週間に 1回 6 13.3
1週間に 2～3回 15 33.3
講座①から②の間で 1回 5 11.1
講座①から②の間で 5回以内 2 4.4
覚えていない 4 8.9
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考えられる。また，本研究でも肥後他 (2014)が報
告しているように，対象者の 7割以上が有酸素運動
や全身運動を筋力トレーニング種目として誤認識し
ており，筋力トレーニングの種目認識に対する理解
度が低いことがわかっている。有酸素運動は一般的
に全身運動であり筋群を特定してトレーニングする
ことが難しく，筋量を増加させるトレーナビリティ
には不十分であることが考えられ，有酸素運動や低
強度負荷のレジスタンストレーニングでは筋量の増
加や筋力の向上は見込めないことが報告されている
(Always, Coggan, Sproul, Abduljalil, & Robitaille, 1996; 

Harridge, Magnusson, & Saltin, 1997; Porter & Vander-

voort, 1995)。また，「筋力トレーニング」という言
葉は一般的に「筋肉を鍛える」，「筋力向上」などの
言葉とともに普及しており，定義が曖昧である。そ
のため，有酸素運動や全身運動などの運動種目が筋
力トレーニングとして誤認識される傾向にあること
が考えられる。しかし，加齢性サルコペニアのよう
に筋量が減少し筋力の低下によってロコモ状態にな
ることを考慮すれば，高齢者がその予防ための筋力
トレーニング種目を正しく認識することは，自らが
介護予防を実践するためには重要なことであると考
える。

Figure 2から，前後テスト間（MuSSLE講座①の
前後）において筋力トレーニング効果と筋力トレー
ニング（筋力トレーニング系）種目の平均正認識率
に著しい変化はなかったが，筋力トレーニングダ
ミー種目（全身運動 &有酸素運動）では大幅に増
加していた。これは，MuSSLEにおいて筋力トレー
ニング種目に関する正しい認識が深まり，全身運動
や有酸素運動を筋力トレーニング種目と認識しなく
なったと考えられる。また，MuSSLE講座①終了後
から講座②までの期間における筋力トレーニング行
動開始の有無では，受講者の 97.8％が行動を開始
し，実施頻度は 5割以上が週に 2～3回以上という
結果であった。これは，MuSSLE講座において受講
者が加齢性サルコペニアなど高齢者には筋量増加を
目的とした筋力トレーニングが必要であることを認
識または再認識し，筋力トレーニングに関する情報
を正確に認識することが筋力トレーニング行動開始
の動機づけとなったことを物語っている。
行動科学の分野では，健康効果の知識は直接的な
身体活動の実施に影響しないこと (Trost, Owen, 

Bauman, Sallis, & Brown, 2002)，知識だけでは行動を
変容させるには不十分であること (Rudd & Glanz, 

1990)，成人における身体活動と決定要因との関連
において健康と運動に関する知識は無関連であるこ
と (Dishman & Sallis, 1994)が報告されている。また，
Finlay & Faulkner (2005)によれば，マスメディア
キャンペーンは意識を高めるが行動変容を引き起こ
さないこと，また Kamada, Kitayuguchi, Inoue, Ishikawa, 

Nishiuchi, Okada, Harada, Kamioka, & Shiwaku (2013)

も健康情報の啓発や運動教室だけでは健康意識の向
上はあってもその後の行動開始には至らなかったこ
とを報告している。さらに，全国的に一次予防事業
で実施されている実技体験型の 1コース 10回前後
の通所型運動講座は，運動に関する知識を学習する
というよりその場で運動をすることが目的となるた
め，受講者の目的が講座に参加することになり，講
座終了後の運動継続が期待できないことが課題とし
て指摘されている（辻，2007）。
一方，本研究で開発したMuSSLEはサルコペニア

予防・ロコモ対策として筋量を増加させることを目
的とした筋力トレーニングに関する正しい知識を提
供し，受講者がすでに認識している情報を確認，修
正することに主眼を置いている。その学習効果の結
果により，筋力トレーニング行動が開始され，先行
研究とは異なる結果を得ることができた。それは，
MuSSLEが Sallis et al. (1998)が提言しているように，
参加者の信念や認識を正しいものにし，行動開始を
促す介入であることを示すものである。
その他の理由の一つとして，MuSSLEでは筋力ト
レーニングに関する情報を正しく認識させるだけで
なく，受講者に生活環境で実践しやすい筋力トレー
ニング方法を提供していることが挙げられる。ま
た，MuSSLEでは筋力トレーニングを受講者一人ひ
とりにテーラーメイド化したスクワットの実施量を
提供している。テーラーメイド化され印刷された情
報は，提供頻度により効果に違いこそあれ期待でき
る介入アプローチであることが報告 (Camille, James, 

Plotniko�, & Girgis, 2011)されており，本研究でも筋
力トレーニング行動に有効に働いたと考えられる。
さらに，医師による face-to-faceアプローチのカ

ウンセリングや職場プログラムなど情報提供者と受
講者との直接的なコミュニケーションをマスメディ
アキャンペーンによる情報提供と併用することは
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ウォーキング行動に影響することが報告されている
(Reger, Cooper, Booth-Butterfield, Smith, Bauman, 

Wootan, Middlestadt, Marcus, & Greer, 2002; Reger-Nash, 

Bauman, Booth-Butter�eld, Cooper, Smith, Chey, & Si-

mon, 2005)。このことは，20名～30名以内で実施さ
れたMuSSLE講座で体力レベルチェックや実践的な
筋力トレーニング・エクササイズの習得場面を通じ
て，講師と受講者が一対一のコミュニケーションを
取ることの重要性を示唆している。MuSSLEでも一
対一のコミュニケーションを導入したことで，筋力
トレーニング行動開始の動機づけとしてポジティブ
に働いたと考えられる。これらのことから本研究の
知見として，MuSSLE講座の構成要素である筋力ト
レーニングに関する正認識への修正，行動科学的ア
ドバイス，情報提供者と参加者の直接的コミュニ
ケーションが相互的に影響して，筋力トレーニング
行動開始の動機づけとなったのではないかと思われ
る。
本研究の残された課題として，MuSSLEは確かに

筋力トレーニング行動の開始の動機づけに有効であ
ることは示されたが，それ以外の要因が作用してい
る可能性もあると言う点である。例えば，受講者は
運動習慣を有する者が多く自律性が高いと推測され
る対象者であったことから他の要因によって筋力ト
レーニング行動が開始されたのではないかという可
能性などである。また，MuSSLEの受講者の構成が
女性に偏っていた点，MuSSLEで提供した筋力ト
レーニング行動に対してバリアがなかった可能性が
ある点，さらには対照群を設定していない研究手法
で実施されたことも今後考慮する必要があると考え
られる。
超高齢社会の日本において，介護予防は高齢者の
重要な健康づくりの一つである。そして，予防的観
点から自立している高齢者がその状態を維持してい
くためには筋力トレーニングの必要性を認識し，筋
力トレーニング行動を実践することが国の目標とす
る健康寿命の延伸の一助となる。そのためには，ま
ず高齢者が筋力トレーニングに関する正しい知識を
認識することが求められる。そして，高齢者がそれ
ぞれの生活環境において筋力トレーニング行動を開
始・継続できるよう，高齢者と情報提供者がコミュ
ニケーションしやすい環境を可能とする行動科学的
アプローチを積極的に導入し，高齢者の筋力トレー

ニング行動開始を促進していくことが重要であると
考える。
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